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河川事業における事業再評価について



河川事業における再評価の対象事業

【従来の事業評価】

河川事業の再評価は、長期的な河川整備の基本的事項を定める河川整備基本方針を

対象として実施。

【今回の事業評価】

事業の実現性や透明性の観点から、２０年から３０年間の河川整備の具体を定める河川

整備計画を対象として評価することに見直し。

＊新規事業の評価でなく、河川整備基本方針に基づき従前から継続的に実施している

事業の再評価として位置付けられている。

あわせて、全体事業（評価基準年以前の事業を含む）、残事業（評価基準年以降の事業

のみ）、当面（５～７年）の事業を評価。

【河川整備計画を策定途中の河川の扱い】

流域委員会等で審議を行った河川整備計画の「原案」「素案」等を河川整備計画と同等

の一連の事業計画と見なして評価。

紀の川 H23年度に原案を公表。 H24から計画スタートのため全体事業＝残事業となる。

加古川 H23年度に計画案を公表、最終の手続き中。

H21年度の原案公表から２年を経過。H24以降が残事業となる。



河川整備基本方針と河川整備計画の相違

近畿管内の１０水
系全てで策定済み

根拠条文

河川法第１６条

紀の川 約2,970億円

加古川 約1,980億円

河川沿川の人口・
資産等をふまえ、
１／１００～１／２
００の降雨による
洪水を対象

長期的な河川整
備の方針を定め
る（河川によって
異なるが５０年
から１００年超）

河川整備基本方針

由良川、九頭竜川、
淀川の３河川で策
定済み

根拠条文

河川法第１６条の２

紀の川 約640億円

加古川 約570億円

一般に戦後最大
の洪水を対象とす
ることが多い

２０年～３０年の
河川整備の内
容を定める

河川整備計画

備 考整備費用計画の規模計画期間計画の名称

＊整備費用はダム建設費を除く

○ 河川整備基本方針と河川整備計画では、フレームが大きく異なるため、定量的なＢ／Ｃ

の評価は困難。

○ 特に、河川整備計画では効果的な事業を早い段階で実施するため、現在価値化により

便益が大きく算出される傾向にある。

○ また、河川整備基本方針では建設予定ダムによる洪水調節効果により氾濫被害が軽減

するが、河川整備計画では整備期間に建設しないダムの洪水調節効果を見込まないため、

氾濫被害が大きい場合もある。



※表中の は、治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ（案）で被害率や被害単価を明示した項目

治水事業の経済効果 治水事業のストック効果

高度化効果

治水事業

フロー効果 ストック効果

被害防止効果（便益）

直接被害 間接被害

資
産
被
害

抑
止
効
果

稼
働
被
害

抑
止
効
果

事
後
的
被
害

抑
止
効
果

精
神
的
被
害

抑
止
効
果

人
身
被
害
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（一部）

（一部）
※便益評価項目 について

治水経済ﾏﾆｭｱﾙ（案）では洪水氾濫による直接的・間接的な
被害のうち、現段階で経済的に評価可能な被害の防止効果
を便益として評価している。
→治水事業の経済効果のうち、現段階で経済的に評価不可
能な便益がある。（Ex.人身被害、精神的被害抑止効果、リスクプレミアム）

リ
ス
ク

プ
レ
ミ
ア
ム

治水投資による効果



費
用 維持管理費

建設費
現在価値

費用便益分析における費用便益比の算出

氾濫シミュレーション 総事業費（建設費）の算出

想定被害額の算出

維持管理費の算出

総費用（C）の算出（現在価値化）

年平均被害軽減期待額

残存価値の算出

総便益（B）の算出（現在価値化）

総便益（Ｂ） 総費用（C）

H20 H25 H30 H35 H40 H44 H50 H55 H60 H65 H70 H75 H80 H85 H90 H95

便
益

便益

現在価値

整備期間30年（H20～H49） 施設完成後の評価期間50年（H50～H99）

評価時点 H23

費用便益比
（B／Ｃ）

各年の便益

各年の費用

評価時点 ： H23年を評価期間とし、整備期間＋施設完成後５０年間を評価対象期間とする。

現在価値化 ： 総費用（B）、総便益（C）は、いずれも社会的割引率（４．０％）により現在価値化した額の総和とする。

残存価値 ： 便益には整備した施設の残存価値（５０年後の価格）を含む。

①

②

③

残存価値
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R1ブロック

L2ブロック

R2ブロック
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氾濫シミュレーションと想定被害額の算出

・ 確率規模の異なるケースの洪
水を想定して氾濫解析を実施。

・ 事業実施前と事業実施後の浸
水が想定される区域を求める。 ダム

ダム

ダム

事業実施前の浸水が想
定される区域解析結果

事業実施後の浸水が想定
される区域解析結果

＊確率
規模

１／１０

１／４０

１／７０

１／１００

１／２０

１／１５０

●
●
●

●
●

●
●
●

・氾濫計算は、各氾濫ブロックで確率規
模ごとに実施。なお、上流のブロックの
越水・溢水を考慮して下流ブロックの氾
濫計算を実施し、ブロックごとの最大浸
水被害を推定。

・氾濫計算の外力は、河川整備基本方
針で想定している降雨を用いる

事業実施前
想定被害額

事業実施後
想定被害額

＊確率規模：洪水の発生確率を示し、１／１００は１００年に一度発生する洪水の規模を示す。

①氾濫シミュレーション

②想定被害額の算出
・ 氾濫シミュレーション結果に基づ
き、確率規模別の想定被害額を算
出。

Without With

ダム

●
●

１／１０以下では無害

１／２０以上で
被害が発生

河川整備計画は１／４０を目標とす
るが、河川整備基本方針の降雨は
大きいため被害は軽減に止まる

計画規模の洪水では
被害を軽減



事業を実施
しない場合

①

事業を実施
した場合②

軽減額
③＝①－②

773

5,325 0.0033 18

387

11,474 0.025 287 674

1/150 0.0067 50,133

7107,210 0.005 36

791

6,304 0.01
1/50 0.02 34,855 27,884

1/100 0.01 37,582 31,945

0.05 15,498 0

6,971

1/40 0.025 27,187 19738

1/10 0.1 0
7,749 0.05

15,4981/20

年平均被害額の累計
＝年平均被害軽減期待額

0 0

流量規模 超過確率

被害額

45,120

区間平均
被害額④

区間確率⑤
年平均
被害額
④×⑤

7,449

5,637

5,013

387

63

年平均被害軽減期待額の算出

③年平均被害軽減期待額の算定方法
・ 事業を実施しない場合と実施した場合の、確率規模ごとの被害額の差分が被害軽減額

・ 確率規模別の被害軽減額にその洪水の生起確率を
乗じて、計画対象規模まで累計することにより、「年平
均被害軽減期待額」を算出する。

確率規模別の被害軽減額＝事業前想定被害額－事業実施後想定被害額

年平均被害軽減期待額（期待値）

＝Σ（確率規模別被害軽減額）×（生起確率）

治水事業のストック効果の合計額評価時点の無害規模

被
害
額

1/1501/50

事業実施前

洪水の
確率規模

1/10 1/40 1/100

事業実施後

便益

河川整備基本方針における計画規模

河川整備計画における計画規模

年平均被害軽減期待額

1/20〔計算例〕


